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Open For Business 

本レポートのスポンサーからの 

メッセージ

ファブリツィオ・カンペリ

ドイツ銀行 コーポレート・バンクおよび 

インベストメント・バンクの統括責任者

取締役会メンバー

ドイツ銀行はLGBTQ+のインクルー

ジョン（包摂）を尊重し、パフォーマンス

の高いダイナミックな企業を生み出す

ために欠かすことのできない要素であ

ると考えています。さまざまな考え方や

アイデンティティを包摂していくことでこ

そ、優れた経営判断を下し、優秀な人

材の獲得と定着を進め、当行の影響

力を高めていくことができるのです。こ

の考え方は当行の隅々まで浸透して

います。今般の調査を通して財務業績

とLGBTQ+インクルージョンとの強固

な関連性を示すことで、こういったアプ

ローチの重要性を明確に示していきた

いと考えています。

グローバルに展開する金融機関として、当

行はお客様とのパートナーシップを通じて

経済の成長と社会の発展に資することを

目指しています。ESG事業戦略を通じた 

リスク管理やインパクト創出の機会を捉え

ることも当行の役割の一端です。 LGBTQ

の平等に関する投資家の要求が高まって

おり、LGBTQ+ インクルージョンを重視す
る企業は一般から高い評価を得て、選ば

れるブランドになっています。本レポートで

はこういった動きについて根拠を示してい

きます。企業はLGBTQ+インクルージョン

に向けたベストプラクティスを、社会的な

持続可能性の中心に据えていくことで、企

業価値の最大化を図っていくことができる

でしょう。

本レポートから得られた知見を開示の
テンプレートとして活かしていただくととも

に、自社のLGBTQ+インクルージョンの

成熟度を測る自己評価のツールとしても

お役立ていただけると考えています。

当行は、LGBTQ+インクルージョン推進

に向けて、基本的ESGの成熟度をベース

ラインから更に高めるためには、共に取

り組むべきことがまだまだあることを認識

しており、ポジティブな影響を生み出す存

在になりたいと固い決意で臨んでいま

す。ドイツ銀行にはこれまでもLGBTQ+

の権利を保護してきた経緯があります。

世界中のLGBTQ+関係者を一貫して支

え続けており、国連の「ビジネスと人権に

関する指導原則」もいち早く採用しまし

た。また、Open For Businessをはじめ、

世界経済フォーラムと協力して取り組ん

でいる「世界のLGBTI平等に向けたパー

トナーシップ」など、グローバルな取り組

みにも参加してLGBTQ+インクルージョン

に向けたコミットメントを高めています。

本レポートが、ゴールド・スタンダード

のESGの測定と報告を通して企業価

値の最大化を模索する、多くの企業に

とって、実用的なリソースとしていただ

ければ幸いです。当行は本レポートの

スポンサーとして支援し、Open For

Businessと共同で作業を進めました。

LGBTQ+インクルージョンに向けたベ

ストプラクティスを実行に移していく

きっかけになれば、と願っています。

免責 

本レポートは情報共有を目的としてOpen For Businessによって作成されました。本レポートは信頼性が高く正確だと考えられる出所、情報、シ
ステムをもとに作成されたものですが、提供にあたっては執筆時の現状が維持されています。本レポートに含まれる情報は指針としてのみ意図さ

れています。レポート出版時には正確であると考えられた情報が使われていますが、適切な法的または財務的な助言、詳細な専門調査、専門家
による判断の行使に代わるものではありません。Open For Business、その企業パートナー、本レポートの執筆者、Open For Business諮問機
関の構成員は本レポートの情報を検証しておらず、今後検証することもありません。また、本レポートの利用や本レポートに含まれる情報やデー

タによって生じた結果をもとに下した判断や取った行動について、上記の者は責任を負いません。執筆者また本レポートの協力者は、明示また
は黙示を問わず、本レポートに含まれている情報の正確性や完全性について、あらゆる表明を行わず、あらゆる責任を認めません。本レポート
で表明された意見は編集チームの意見であり、Open For Businessや同企業連合を支持する企業の正式な立場を表すものではありません。
※本資料の日本語訳は参考用です。内容に相違がある場合は、英語版の情報を優先とします。

連絡先：info@open-for-business.org 

詳細はこちら： open-for-business.org 

Open For Businessをフォロー：
@OFB_LGBT 
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Open For Business 

Open For Businessについて 

Open For Businessは、「インクルージョンとダイバーシティを取

り込んだ社会こそがビジネスや経済の発展にふさわしい」という

主張に賛同するグローバルな企業連合です。 

Open For Businessの目的は、世界中でLGBTQ+の権利を高

めていくことです。Open For Businessの企業パートナーは、自

社におけるダイバーシティやインクルージョンに対し深く根差し

たコミットメントを共有している中、 

事業を行っている国における反LGBTQ+的な政策の広まりを懸

念しています。Open For Businessは現在、カリブ諸国、中欧、

東欧、東アフリカにおいて地域プログラムを展開しており、東南

アジアにおいてもプログラムを策定中です。各プログラムでは地

元の市民団体と連携し、現地の企業団体からLGBTQ+に対す

る支持を取り付けると共に、データに依拠して支持拡大を進め

ています。

Open For Businessの企業パートナー 
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本レポートについて 

本レポートの目的は？ 

本レポートでは、LGBTQ+インクルージョンがなぜ投資家に

とって重要であるのか、またそれを環境・社会・ガバナンス

（ESG）戦略にどのように統合できるのかを検証します。 

本レポートでは、LGBTQ+インクルージョン

と、企業の実績（収益率の向上、企業の評

判やブランド好感度の向上、ダイバーシ

ティの成果向上）がどのように相関している

のかについて調査しています。最終的には

より多くの企業がLGBTQ+インクルージョン

を含めたESG戦略を採用し、そして、投資

家がLGBTQ+インクルージョンに関して効

果的に企業を評価できるよう、知見を提供

することを目指しています。

本レポートの想定読者 

本レポートは、次の方々を念頭に執筆され

ました。 

› 株主、運用会社、アナリストなど、投資業
界に身を置き、LGBTQ+インクルージョ

ンと企業業績の関係を把握しようと考え

ている方。

› 取締役、DEI専門家、ESG担当者、パブ

リック・アフェアーズやコーポレート・ア

フェアーズの責任者など、LGBTQ+の

視点を取り入れてESG戦略を強化した

いと考えている企業の方。 

› 市民団体や従業員リソースグループなど
のLGBTQ+関係者で、社内外で

LGBTQ+インクルージョンに関する企業

からの積極的な支持を引き出したいと考

えている方。

› ESGの枠組み、格付、職場のインクルー

ジョンに関する指数の開発などの基準

設定に携わり、自身の手法が実際のベ

スト・プラクティスに沿っていることを確認

されたい方。

本レポートの調査範囲 

本レポートでは、LGBTQ+インクルー

ジョンがどのように企業のESG戦略に取

り込まれているのかについて、米国、英

国、ドイツ、オーストラリアの大手上場企

業290社を調べ、インクルージョンと業績

の関連性について最新のデータを提示

しています。Open For Businessの企業

パートナーからの知見を活かしつつ、職

場に関するグローバルな指数も分析しま

した。調査対象となった290社のESG報

告書、年次報告書、重要事項評価、DEI

報告書、DEI関連のウェブサイトを分析

し、13件のデータポイントに基づいて各

社にLGBTQ+透明性スコアを割り当て 

ました。 

執筆者について 

本レポートの執筆責任者は、ケン・ヤンセ

ンスとジョン・ミラーです。ヤンセンスは、

JPモルガン・チェースの元最高データ責

任者、JPモルガン・チェースのLGBTQ+エ

グゼクティブ・カウンシルの創設者であ

り、現在Windōにおいて社会的インパクト

の責任者を務めています。ミラーはブラン

ズウィック・グループのパートナーであり、

同社のESGおよび持続可能な事業プラク

ティスの共同責任者を務めています。

Open For Businessの創設者であり、

チェアを務めています。

協力執筆者は、サウサンプトン大学物理学

修士のジュード・シーモン、ブランズウィッ

ク・グループのESGおよび持続可能な事業

プラクティス・チームのジョゼフ・ドイル、

Open For BusinessのCEOのドミニク・

アーナルです。

本レポートの最終的な目的

は、LGBTQ+インクルージョ

ンを含めたESG戦略を採用

する企業を増やすこと、そし

て、LGBTQ+インクルージョ

ンに関して効果的に企業を評

価できるよう投資家に知見を

提供することです。

用語について 

本レポート全体で、「環境・社会・ガバナンス」を示

す言葉として「ESG」という略語が使用されていま

す。ESGは、倫理と持続可能性の両面から、企

業が社会全体の中でどのように事業を運営して

いるのかを評価する基準のことです。 

本レポートでは、全体を通して「LGBTQ+」という

略語も使われています。これは、多様な性的指

向、性自認、性表現をもつコミュニティや、個人の

ことです。LGBTQ+とは、レズビアン、ゲイ、バイ

セクシャル、トランスジェンダー、クィアの頭文字と

共に、「+」を加えることで、インター・セックスなど

LGBTQの頭文字だけでは適切に表現できない

個人も含めています。さまざまな組織や企業にお

いて、LGBTIQという用語が使われるケースも増

えています。LGBTIQは、略語の中にインター・

セックスを明示的に含めたものです。本レポート

では、世界中のインター・セックスの人のデータ

がLGBTQ+の人のデータよりもさらに少ないとい

う理由で、LGBTIQという略語は使用しないことに

しました。とはいうものの、LGBTQ+の「+」をもっ

てインターセックスの方も全面的に考慮しており、

今後の調査には明示的にインターセックスも含め

ていけるよう、こういった方々に関する収集デー

タが増えていくことを期待しています。
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Open For Business 

Open For BusinessのCEO、ドミニク・アーナルのメッセージ 

Open For Businessの活動にご理解とご支援

いただいている皆さまにとっては、LGBTQ+イン

クルージョンに対する投資家の関心の高まりは

驚くにはあたらないでしょう。とはいうものの、

LGBTQ+は複雑かつわかりにくいと言うトピック

です。投資家にとってのLGBTQ+インクルー

ジョンとは何でしょうか？企業における

LGBTQ+インクルージョンを評価する際、投資

家は何に目を向けるべきでしょうか？さらに、反

ESGや反DEIの動きを私たちはどのように捉え

るべきでしょうか？この「LGBTQ+インクルー

ジョンに向けた投資家ガイド」のレポートでは、

こういった疑問に対して総合的な視点を提供し

たいと考えています。

今般の調査から、「LGBTQ+透明性スコア

が上位25の企業の収益性は下位25の企

業の2.5倍になる」という重要な結果が得ら

れました。このデータはLGBTQ+インク

ルージョンと投資家への還元率の高さに明

確な関連性があることを示しています。これ

までのOpen For Businessの調査でも示し

てきた通り、LGBTQ+インクルージョンは経

営が順調で成功している企業の特色の1つ

になっています。

本レポートはLGBTQ+インクルージョンに

関する企業評価を模索している投資家向け

のものですが、それにとどまらず、より多く

の企業がLGBTQ+インクルージョンの取り

込みをESG戦略に組み込むよう、後押しす

る材料になればと期待しています。データ

が示す通り、それこそが良いビジネスだと

言えるからです。

Open For Businessの調査諮問機関 
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Suen Yiu Tung 

Founding Director of Sexualities Research 

Program, Chinese University of Hong Kong 

Assistant Professor of Gender Studies; Author 

of studies on LGBT+ issues in Asia, including 

business and workplace contexts. 

Dr. Vivienne Ming 

Cognitive neuroscience faculty member of 

Singularity University; Co-Founder of Socos Lab 

Theoretical neuroscientist, entrepreneur, 

and author who is frequently featured in The 

Financial Times, The Atlantic, Quartz and The 

New York Times; Speaks regularly on AI-driven 

research into inclusion and gender in business; 

Former visiting scholar at UC Berkeley’s 

Redwood Center for Theoretical Neuroscience. 

Matteo Winkler 

Professor of Law, HEC Paris 

Teaches diversity and inclusion. Member of 

non-profit association Avvocatura per i Diritti 

LGBTI – Rete Lenford, which led important anti- 

discrimination lawsuits before Italian courts. 

Paul Jansen 

Senior Advisor for Global Advocacy, 

OutRight Action International 

Worked as International Consultant from Sitges, 

Spain, mainly on organisational and strategic 

reviews for LGBTIQ organisations and 

networks, as well as key population networks 

working on HIV issues. 

Pawel Adrjan 

Economist, Indeed 

Research Fellow at Regent’s Park College, 

University of Oxford; Economist with 

international experience in the finance and 

technology sectors; Researches global labour 

market trends. 

Paul Donovan 

Chief Economist, UBS Global Wealth Management 

Yvette Burton 

Senior executive with 20+ years of accelerating 

business performance through leadership 

transformation and global workforce innovation 

A trusted advisor to Fortune 50 companies, 

foundations, and early stage non-traditional 

start-ups. Award-winning scholar-practitioner 

and behavioral scientist obsessed with agile 

practices for converting strategic market insights 

into hard to imitate executions capabilities. 

Drew Keller 

Director, Institute for the Study of Business 

in Global Society (BiGS), HBS 

Drew Works with businesses, academics, and 

activists on exploring novel ways to improve 

businesses’ impacts on the environment and 

human rights. Former Global Program Director 

for Open For Business and researcher on the 

connection between LGBT+ inclusion, economic 

growth, and business performance. 

Economist and author. Presenting  

macroeconomic and political economic views,  
with a focus on the economic costs of prejudice 

and the role of  business and investors in 

promoting diversity and  inclusion. 
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全体の要約 

LGBTQ+インクルージョンに対

する投資家の関心が高まってい

ます。本レポートでは、明確な

説明とともに「LGBTQ+インク

ルージョンは、経営が順調な企

業の特色である」という理解が

その背景にあることを解説して

いきます。 

「LGBTQ+インクルージョンに向けた投資

家ガイド」では、LGBTQ+インクルージョン

が投資家に重要視される理由とともに、企

業の環境・社会・ガバナンス（ESG）戦略へ

のLGBTQ+インクルージョンの取り込み方

についても検証して行きます。 

また、LGBTQ+インクルージョンを

ESG戦略に含めている世界の大手  

企業について掘り下げて分析し、

LGBTQ+インクルージョンの透明性

が高い企業は、業績、ブランド評価、

人材獲得のいずれについても優れた

実績を残していることを解説します。  

人権、資金アクセス、医療アクセスといった

ESGの「S」にまつわる社会的な問題は

LGBTQ+コミュニティに偏った影響をもたら

しています。本レポートでは企業によるこう

いった社会課題への対応についても検証 

します。 

本レポートでは4カ国の大企業290

社に対する分析をもとに、LGBTQ+

インクルージョンの実績について企

業を効果的に評価する枠組みを策

定しました。投資家や企業経営者と

ともに、政策当局や市民団体も、企

業という領域におけるLGBTQ+イン

クルージョンの持つ力を理解し活用

していくことが求められる中、この枠

組みは重要なリソースになるでしょ

う。

企業のLGBTQ+に関する透明性は業績と深く関連している 

好調な業績 評判が高く 

選ばれるブランド 

LGBTQ+消費者の 

購買力にアクセスできる 

ダイバーシティの 

実績に優れている 

今般のOpen For 

Businessによる分析では、

企業業績とその企業の

LGBTQ+の透明性には強

い相関があることが分かり

ました。 

LGBTQ+透明性スコア

上位25社の収益性は

下位25社の2.3倍に

上ります。  

また、LGBTQ+インクルージョ

ンの進んだ企業ほど株価の

推移、自己資本利益率、時価

総額、キャッシュフローといっ

た点も優れています1。

詳細は16ページ 

LGBTQ+透明性スコアの高

い企業ほど、フォーチュン誌

の「世界で最も称賛される企

業」に名を連ねています。 

上位25社のうち14社がこの

「世界で最も称賛される企業」

に入っています。これに対し

て、下位25社で名前が挙がっ

たのは7社にとどまりました。 

詳細は17ページ 

LGBTQ+関連の個人消費力

は、日本、ドイツ、インド、英

国、フランスといった経済大国

の国内総生産（GDP）をしのぐ

勢いです。 

詳細は18ページ 

LGBTQ+インクルージョンを掲

げる職場は優秀な人材の獲

得につながります。先進的で

能力重視の企業である、とい

う強いメッセージを打ち出すこ

とになるためです。今般の

Open For Businessによる新

しい分析では、LGBTQ+透明

性スコアの高い企業には

LGBTQ+の従業員が多く集ま

ることが分かっています。 

スコアが上位半分の企業に勤

めるLGBTQ+の従業員は、下

位半分の企業の1.5倍に上り

ます。

詳細は17ページ 
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Open For Business 

重要事項評価においてDEIを重要課題と捉えている企業は92%に上る 

ダイバーシティ（多様性）、エクイティ（公平性）、インクルージョン（包摂） 

つまり、92%の企業は、DEIの実績を出せなければ、自社のビジネスや事業運営に対する社会的な信認が長期的に脅かさ

れ得ると考えています。 

本レポートでは、職場におけるLGBTQ+の平等を評価したグローバル指数16件を調べ、それに基づいて投資先企業の

LGBTQ+インクルージョンを評価していくための9つの質問とそれぞれに関連した44件のポリシーや慣行を洗い出しました。 

詳細は24ページ 

大半の企業はLGBTQ+インクルージョンについて、「基本的ESG」を超えた取り組みを実施している 

成熟度レベルが「戦略的ESG」に達している 

企業は39% 

「戦略的ESG」とは、開示、評価基準、目標といった事柄にとど

まらず、LGBTQ+の顧客を念頭においた事業戦略の実施や、

LGBTQ+インクルージョンを徹底した商品設計など、ESGを企

業戦略と関連付けていることを指します。 

詳細は21ページ 

「インパクトESG」とはさまざまな課題に対するリーダーシップが

あり、社会において自社が果たすべき役割を認識している企業

のことです。こういった企業は、社内にとどまらず社会全体で

LGBTQ+インクルージョンを推進しようとしています。 

詳細は21ページ 
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成熟度レベルが「インパクトESG」に達している 

企業は18% 
成熟度レベルが「戦略的ESG」に達している 

企業は39% 



LGBTQ+インクルージョンに向けた投資家ガイド 

徹底検証：企業の重要事項評価で取り上げられている課題で、 

LGBTQ+関係者に偏った影響を及ぼすもの 

人権 
重要事項評価全体の61%で 

重要課題として取り上げられている
 

 資金アクセス
分析対象金融機関38社の 

68%で重要課題に
 

医療アクセス 
分析対象ヘルスケア企業28社の 

86%で重要課題に
 

› LGBTQ+当事者は66カ国で刑事訴

追の対象となる。12カ国では同意

に基づいた同性間の性行為でも死

刑が科される。

› 母国を逃れた後も、LGBTQ+の難民

は引き続き、非難やいじめに遭う。

› 国連はホームレス状態に陥ることも
人権侵害であると捉えている。米国

では最大40%のホームレスの若者

がLGBTQ+を自認。英国では若者

ホームレスの24%がLGBTQ+。

詳細は25ページ 

› 米国ではLGBTQ+成人の22%が貧困

層。これに対して、LGBTQ+以外の成

人の貧困率は16%。

› 家族作りや性別変更といった夢の実現
には多額の費用がかかる。結果として、

資金を借り入れすることになるか、こう

いった夢を諦めることになる。

› 米国のスタートアップ企業向けの融資総
額2.1兆ドルのうち、創設者がLGBTQ+

の企業が調達した割合は0.5%。一方

で、総人口の中でLGBTQ+を自認して

いる割合は7.1%。

詳細は27ページ 

› 米国で民間健康保険の未加入
割合は2倍（14%対7%）。

› メンタルヘルスの不調や問題を
抱える割合は2倍。

› 医療従事者からの差別
が理由で医療ケアを先

延ばし、または、避ける

割合は3倍。

詳細は28ページ 

ESGへの注目、トランス・ジェンダーとノン・バイナリーのインクルージョン 

トランスジェンダー関係者と

ノン・バイナリーコミュニティに影響する問題

トランス・ジェンダーとノン・バイナリーにかかる

ベストプラクティスとポリシー5件 

› 米国において、黒人のトランスジェンダーの40%、ラテン

系の45%が貧困層。

› トランスジェンダーの65%がジェンダーアイデンティティを

尊重した医療「ジェンダー・アファーミング・ケア」 を望むも

のの、平均コストは10万ドルに上る。

› 私たちの調査ではフォーチュン100企業の36%は、依然とし

てジェンダー・アファーミング・ケアや、性別変更関連のケア

を提供していない。

› 米国の22州において現時点でジェンダー・アファーミ

ング・ケアは禁止されている。州外医療のために旅

費を払い戻す企業も存在している。

詳細は28～29ページ 

› トランス・ジェンダーの個人に対して、総合医療保障が提供さ
れている（例：喉仏の切除/縮小、顔面女性化手術、声の女性

化手術、身体の男性化または女性化のための脂肪吸引/脂

肪注入）。

› LGBTQ+に理解のある化粧室、ドレスコード、ジェンダー代名

詞があり、性別変更に関するガイドラインが備わっている。

› LGBTQ+のあらゆる関係者（バイ・セクシャル、トランス・セ

クシャル、ノン・バイナリーなど）のアイデンティティや経験

に言及した全従業員宛の社内コミュニケーションが配信さ

れている。

› トランス・ジェンダー向けの団体を含め、LGBTQ+の市民団体

に対して、理事の派遣、パートナーシップ、スポンサーシップ、

慈善活動などを通してサポートを提供している。

› 従業員が利用する全ての職場システムの上で、ノン・バイナ
リーの従業員のアイデンティティが認識されている。

詳細は22～23ページ 
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Open For Business 

はじめに 

著名な投資家ウォーレン・バフェットは第1のルールは「損をしないこと」だ

と言っています。投資家にとってはリスクと機会の両面を見るという意味

ですが、社会が直面している危機が深刻化する中でこれは容易なことで

はありません。 

投資家もLGBTQ+インクルージョンについて

企業の実績を理解しようとしていますが、複

雑な分野であることから容易に評価する 
ことができません。本レポートはLGBTQ+イ

ンクルージョンに対する企業のコミットメント

を計測する総合的な枠組みを示します。そ

のために、ESGの成熟度を検討し、

LGBTQ+インクルージョンに対するコミットメ

ントを示した企業ポリシーや慣行を洗い出し

てきます。本レポートの情報やツールをもと

に、投資家として精査すべきポイントが明確

になり、情報に基づいた投資判断をしていく

ことができるでしょう。

LGBTQ+当事者が直面している問題に対し

て、大手企業は理解を深めています。問題

は職場だけではなく社会全体に存在してお

り、また、本社のある国だけではなく、事業

を営んでいる世界各国に存在しています。 

LGBTQ+当事者は60カ国以上で刑事罰の

対象になっており、LGBTQ+の権利が認め

られた国であっても、貧困やホームレス状

態、メンタルヘルスの問題を抱える傾向が

高く、医療サービスや金融へのアクセスには

非常に大きな障壁があります。今般の調査

では、社内にとどまらず社会全体を考えた

ESG戦略を取り入れる企業が増えているこ

とが明らかになりました。こういったESG戦

略にはLGBTQ+インクルージョンも含まれて

おり、LGBTQ+難民の安全な国への移住、 

LGBTQ+起業家の資金調達などを取り組み

の例として挙げることができます。 

本レポートでは、投資先企業

のLGBTQ+インクルージョン

に対して、投資家の要求が

高まっていることを示します。 

10 

企業によるESG実績報告書の登場によって、 

ESGという複雑なリスクの状況を投資家は把握

しやすくなりました。環境・社会・ガバナンスは企

業にとっての重要事項課題であり、こういった

ESGに関するデータとともに、企業はESGでど

のような取り組みを行っているか、などますます

多くのデータが求められるようになっています。 

足元では、反ESGの声が高まっていますが、こ

ういった騒音に惑わされてはなりません。社会

課題に関連したリスクと機会を理解しておく必

要性は引き続き高まっていきます。ESGの基準

を投資判断に織り込んでいると回答した投資家

の割合は現時点で既に85%に上っています2。

この判断材料にはダイバーシティ（多様性）、エ

クイティ（公平性）、インクルージョン（包摂）と

いったDEIの実績も含まれます。驚くべきことに

本レポートで、DEIを重要事項課題だと考える

企業が92%に上るという調査結果が得られまし

た。つまり、DEIの実績を出せなければ、自社の

ビジネスや事業運営に対する社会的な信認が

長期的に脅かされ得ると、92%の企業が考えて

いるということです。

いわゆる「意識高い系資本主義」に対する反動

が高まる中で、特にLGBTQ+インクルージョン

には大きな注目が集まっています。

本レポートでは、投資先企業のLGBTQ+ 
インクルージョンに対して、投資家の要求

が高まっていることを示します。さらに、こ

ういった投資家の関心が一過性のもので

はないことも説明します。非常に大きな世

代間の富の移転が今後の投資の環境を

変えていくことになりますが、こういった大

きな経済の変化が投資家の関心の根底

にあります。

では、なぜ投資家はLGBTQ+インクルー

ジョンの進んだ企業をますます選好するよ

うになっているのでしょうか。その答えは

LGBTQ+インクルージョンは、経営がうまく

行っている成功企業の特徴であり、䛣䜜䜢

示す証拠は枚挙にいとまがあり䜎䛫䜣䚹

良好な業績や選ばれるブランドであ䜛䛣䛸、

人材獲得に有利で人材の定着⋡䛜㧗䛔䛣䛸

など、LGBTQ+インクルー䝆䝵䞁䛾㐍䜣䛰

企業はさまざまな恩恵を手䛻䛧䛶䛔䜎䛩䚹

本レポートでは、LGBTQ+ 䜲䞁䜽䝹䞊䝆䝵䞁

と企業業績のプラスの相㛵䜢♧䛩⣡ᚓឤ䛾

あるデータを示しつつ、ᴗ䛜ᡭ䛻䛷䛝䜛

優位性について詳しく᳨ド䛧䛶䛔䛝䜎䛩䚹



LGBTQ+インクルージョンに向けた投資家ガイド 

差別的な法律や政策に対して企業として

何らかの対策を講じる意思があるのか？ 

--- この点でLGBTQ+インクルージョンに

対する企業のコミットメントが大きく問われ

ます。そして、この点がかつてないほど問

われているのは非常に残念なことです。 

Open For Businessは、データに基づいて

LGBTQ+の権利を擁護していく主体として

存在しており、経済界からの支持もかつて

ないほど高まっています。たとえば、Open 

For Businessはウガンダのムセベニ大統

領に対して、同国で成立した反同性愛法

に対する懸念を表明した書簡を送りまし

た。その際、Open For Businessの企業

パートナーは一丸となってこの取り組みを

支援してくれました。LGBTQ+の権利が脅

かされている世界の多くの国においても、

こういった企業パートナーは毅然とした態

度で支援を継続してくれています。 

本レポートをひとことで言い表すと、これは

LGBTQ+インクルージョンと企業業績の関

係を総合的な観点から検証したレポートと

いうことになります。現在のトレンド、投資家

の関心、LGBTQ+インクルージョンの進ん

だ企業が手にできる具体的なメリットについ

て、詳細な分析を提示しています。企業と

いう領域におけるLGBTQ+インクルージョ

ンの力を理解し、その力を活用する上で、

本レポートが投資家、企業経営者、政策

当局、市民団体にとって貴重な資料となる

ことを願っています。

反ESGの動きに惑わされない：ESGにまつわる誤解を解く 

ESGの急速な広まりを受けてESGに対する反動が起きています。いわゆる「意識高い系資

本主義」に対する政治色の強い攻撃だけではなく、ESGに対する純粋な懸念や混乱も存在し

ています。本レポートではこういったいくつかの懸念にも対応したいと考えています。4つの懸

念が特に目立っています。 

 誤解 Open For Businessの見解 

企業はESGから距離を

置き始める、結局は一過

性のブームに過ぎなかっ

たという見方もある。 

企業がESGに関する発信をより慎重に行うようになっ

ている一方で、取り組みや行動自体は依然として着

実に進んでいるという証拠もあります。LGBTQ+イン

クルージョンについて、「ピークを過ぎた」話題だと考

える人もいますが、反対に、本レポートでも示している

通り、企業はしっかりとLGBTQ+インクルージョンを支

持し、それが事業を成功に導く要因であると捉えてい

ます。

ESG評価が乱立： 

過度に単純化され、わ

かりづらく、一貫性に欠

ける 

ESGは新しい分野であり、そもそも複雑なトピックで

す。格付けが難しいのも当然でしょう。LGBTQ+インク

ルージョンについての企業の実績計測は特に複雑で

す。本レポートでは、企業のポリシーや慣行に関する

データ収集の枠組みと共に、「ESGの成熟度」の考え

方についても提案していきます。

ESGは受託者責任

に反する 

受託者責任という言葉を改めて解釈し直す必要があり

ます。法的な見解を見ると、受託者責任には、経営者

が幅広いステークホルダーの利益を考慮「できる」だけ

ではなく、考慮「すべきである」という意味も含まれてい

ます。本レポートでは、企業のステークホルダーの範囲

にLGBTQ+の当事者も含めることがビジネスの観点か

らも避けて通れないことを示していきます。 

ESGは政治色の強い 

イデオロギーである

ESG問題の多くは収益性に直結にしているため、政

治的なイデオロギーではなく、ビジネスの観点から不

可欠なものであり、企業として積極的にかかわってい

くべきものです。 

本レポートでは、LGBTQ+インクルージョンは適切な事

業運営そのものである、という点を示していきます。「プ

ライド」の旗や虹色のロゴだけで済まされる問題ではあ

りません。
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1 LGBTQ+インクルージョンに関する企業の報告 

LGBTQ+が現時点でどの程度企業の

ESG戦略やDEI戦略に取り込まれている

かを把握するために、本調査では企業の

ESG報告書、年次報告書、DEI報告

書、DEI関連のウェブサイトを調べました。 

調査対象となったのは、英国、米国、ド

イツ、オーストラリアの上場企業290社で

す。各社には次の13のデータポイントをも

とにLGBTQ+透明性スコアを付与しまし

た。

1. LGBTQ+従業員リソースグループやLGBTQ+ビジネスネットワークグループの存在

2. LGBTQ+の職場における平等指数、または同等のアワードの成果

3. LGBTQ+当事者が所有する企業も含めたサプライヤー・ダイバーシ

ティ・プログラムの存在

4. LGBTQ+市民団体とのパートナーシップ

5. LGBTQ+の福利厚生（例：同性パートナーの医療保険、ジェンダー・アファーミン

グ・ケア、養子や代理母により子供を授かった同性パートナーのための育児休

暇）

6. LGBTQ+の権利に対する対外的な支持の表明（例：結婚の平等、

LGBTQ+に対する差別反対、など）

7. LGBTQ+や性的指向も含めた取締役会のダイバーシティに関するポリシー、

または、LGBTQ+当事者を含めた取締役会のダイバーシティの内訳

8. 特にLGBTQ+の消費者や顧客向けの取り組み

9. LGBTQ+人材に関する総合的なデータ

10. LGBTQ+当事者が所有する企業への支出額

11. LGBTQ+を自認する経営陣の割合

12. LGBTQ+当事者が従業員に占める割合に関する目標

13. LGBTQ+起業家を支援する取り組み

報告書の記載件数が最も多かった 

上位5つのデータポイント： 

LGBTQ+の従業員 

リソースグループ

LGBTQ+の職場に 

おける平等指数 

LGBTQ+当事者が所有する 

企業も含めた 

サプライヤー・ダイバーシティ・

プログラムの存在 

LGBTQ+市民団体との

パートナーシップ 

LGBTQ+従業員の

福利厚生 
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図表1：LGBTQ+透明性スコア：各国の上位5社 

国ごとに興味深い違いも見られました。各種報告書において

LGBTQ+の透明性が最も高かったのは米国企業で、続いて英

国、ドイツ、オーストラリアの順番になりました。サプライヤー・ダ

イバーシティ・プログラムの中でLGBTQ+企業に言及する割合が

最も高かったのは米国企業で（77%）、LGBTQ+支持の取り組み

を前面に打ち出す割合が最も高かったのはドイツ企業でした

（30%）。

。 

英国企業の3社に1社は、LGBTQ+市民団体とのパートナー

シップに言及していました。オーストラリア企業の5社に1社は、

性別に関係のない育児休暇や、ジェンダー・アファーミング・ケ

アのための有給休暇など、LGBTQ+関連の福利厚生を記載し

ていました。

分析対象となった290社の中で、それぞれの国でLGBTQ+透明性ス

コアの上位5社を紹介します。図表1をご覧ください。
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67% 

ルージョンを推進する投資商品や投資戦略

への投資を希望する割合

Z世代の投資家でLGBTQ+の公平性とインク

9% 

24% 

45% 45% 

56% 

67% 
+42%

2 LGBTQ+インクルージョンに対する投資家の要求 

LGBTQ+インクルージョンに対する投資家の関心には裏付けがあ

ります。また、LGBTQ+の平等をうたった商品や戦略に対して投資

家の要求がさらに高まると考えるに足る理由も存在しています。 

モルガン・スタンレーによる2023年の調

査では、米国投資家の半数近く（45%）

がLGBTQ+インクルージョンの推進につ

ながる投資商品や投資戦略に関心があ

ることが明らかになりました3。LGBTQ+

投資家に限ってみると、この関心度合い

は86%に高まります。LGBTQ+関係者

の中で、性的指向、性別自認、人種自

認を問わず、同様に高い関心が見られ

ます（図表2）。

こういった投資家の姿勢がすでに投資行

動を変化させています。LGBTQ+を自社

ポリシーに盛り込んでいる企業に対する

投資家の行動を調査したところ、プラス

の相関がみられました。たとえば、サンプ

ルとなった米国企業400社は過去6年の

間にLGBTQ+インクルージョンのポリ

シー導入を検討し、投資家から前向きに

評価されています4。

今後を展望すると、LGBTQ+インクルー

ジョンに対する投資家の関心は非常に大

きな影響をもたらします。かつてない規模

で世代間の富の移転が起きることが既定

路線になっています。

今後数十年で、73兆ドルにもおよぶ富が

次世代に引き継がれます。これは、米国

全体の富の半分以上に相当する金額です

5。モルガン・スタンレーの試算では、富以

外のすべての面が平等であるとすれば、

この富の移転によってLGBTQ+インク

ルージョンに関心のある投資家が管理す

る運用資産は40%以上増加し、すべての

資産運用会社の運用資産総額のほぼ半

分に迫ることになります（図表3）。

 25 

20 

15 

10 

5 

0 

現在 世代間の富の移転が

完了した後 

Z世代 

18～26歳 

*サンプル数過少

ミレニアル

世代 

27～42歳 

X世代 

43～58歳 

ベビーブー

マー世代 

59～77歳 

サイレント世代

*78～80歳 
合計 

図表3：LGBTQ+インクルージョンへの投資に

関心のある投資家が保有する運用資産  

出所：米連邦準備制度理事会（FRB）、インサ

イダー・インテリジェンス、セルリ、サステナブ

ル調査研究所、モルガン・スタンレー経由

図表2：LGBTQ+インクルージョン関連の投資商品または投資戦略への関心（「非常に関心

がある」「やや関心がある」と回答した割合） 出所：モルガン・スタンレー。 
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3 投資家にとってのLGBTQ+インクルージョン 

LGBTQ+インクルージョンへの投資家の関心は、ごく当然の

ことと言えます。というのも、多くの証拠が、LGBTQに配慮す

る姿勢が優良企業の特徴であることを示しているからです。 

LGBTQ+インクルージョンと業績との相

関をより明確に示した最新の研究も存

在しています。 

経済学者のニコラス・バルベリスとアン

ドレ・シュライファーは2003年に発表し

た論文において、「投資家が認知できる

範囲には限界があり、そのため情報の

処理にあたっては非常に選択的になら

ざるを得ない」という点が論じられていま

す6。両氏はこれを「スタイル投資」と呼

びました。投資家は何千銘柄にもおよ

ぶ企業情報を処理するのではなく、成

功する企業に共通する特徴を探すので

す。

この理論を踏まえると、LGBTQ+インク

ルージョンの進んだ企業が投資家に選

好される理由が分かります。こういった

企業ほど経営が順調で、消費者への訴

求力が高く、建設的で革新的な職場を

創出できる傾向が高いためです。これ

は投資家の勘の問題ではありませ

ん。Open For Businessのレポートシ

リーズでも取り上げていますが、さまざ

まな実証データでもこの点が裏付けら

れています。データの主なポイントを下

記にご紹介します。

LGBTQ+インクルージョンの進

んだ企業の業績は好調 

Open For Businessがこれまでに発表して

きたレポートでは、LGBTQ+インクルージョ

ンの進んだ企業ほど、株価の推移、自己資

本利益率、時価総額、キャッシュフローと

いった点も優れていることが明らかになっ

ています7。今般のOpen For Businessに

よる分析では、企業業績とその企業の

LGBTQ+の透明性には強い相関があるこ

とが分かりました。

› 収益性が高い：LGBTQ+透明性スコア

の上位25社の平均利益率は、スコア下

位25社の2倍以上です（図表4）。収益

性の高さは業界別にも見てとることがで

きます。金融、ヘルスケア、テクノロジー

の各業界の上位3社の収益性は、下位

3社よりも大幅に高くなっています。

上位25社 下位25社 

図表4：LGBTQ+透明性スコア上位25

社の収益性は高い 

› 株式の市場評価が高い：
2022年の調査では、「LGBTQ+に優しい

企業ポリシー」を備えた企業は収益性も

株価も高いことが明らかになりました（企

業規模、リスク、成長、社会的責任全般

への関り方といった企業の姿勢を調整し

た後の比較）8。この調査では企業平等

指数のスコアと業績が比較分析されまし

た。その結果、「企業平等指数の標準偏

差が1高まると、株式のバリュ

エーションが7%近く増加し、収益性が約

50ベーシスポイント高まる」という財務

的の観点から非常に重要な結論を得る

ことができました。

› 資本コストの低下：2022年の調査では、 

LGBTQ+インクルージョンを盛り込んだ

ポリシーの存在が企業のリスクの増減

にどのように影響しているかを調べまし

たが、リスクの明確な低下とそれに伴う

資本コストの低下が明らかになりました

9。「性的指向の平等を支持するポリシー

を備えた企業は、キャッシュフロー、労働

生産性、リターンのいずれも高まること

が予想される。こういったポリシーが優

秀な人材を呼び込み、開かれた寛容な

職場とともに、従業員にとって働きやす

い環境を創り出すためである」という仮

説を立てることができます。

› 格付けの向上：2022年の調査では、 

LGBTQ+を盛り込んだ企業ポリシーが

格付けに果たす役割についても検討し

ました10が、LGBTQ+に前向きなポリ

シーを有した企業ほど格付けが高いこと

が明らかになりました。興味深いことに、

企業所在地のLGBTQ人口と相関がある

ことも分かりました。LGBTQ人口が多い

ほど、関連したポリシーを採用する傾向

も高い、ということです。この点は、Open 
For Businessの調査結果とも一致して

います。LGBTQ+インクルージョンの進

んだ経済のほうがビジネスに好都合で

あるため、企業としてもインクルージョン

のポリシーを推進できる、ということで

す。

投資家にとってのLGBTQ+ 

インクルージョン

LGBTQ+インクルージョンの進ん

だ企業の業績は好調 

LGBTQ+インクルージョンの進ん

だ企業ほど人材の獲得と定着に

有利 

LGBTQ+インクルージョンの進ん

だ企業は評判が高く、選ばれる

ブランドに 

LGBTQ+インクルージョンの進ん

だ企業ほどLGBTQ+関連の個人

消費を取り込みやすい 

2.3倍 
収益性 

5.99% 

13.68% 
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› エデルマン・トラスト・バロメーターによる
と、LGBTQを支持する企業で働きたい

と回答した米国の社会人は51%を超え

ました。それに対して、そういった企業

で働きたくないとした回答者は11%でし

た。 つまり、LGBTQ+インクルージョン

の進んだ企業が選ばれる割合はそうで

ない企業の4.5倍になる、ということで

す。有色人種の間ではこの割合はさら

に高まります。LGBTQ+インクルージョ

ンの進んだ企業が黒人に選ばれる割

合は7倍、アジア人に選ばれる割合は

6.5倍に上ります12。

› マッキンゼーによる2020年の調査では、

LGBTQ+当事者も、そうでない人も含

めて、求職者にとってインクルージョン

が大切な問題であることが示されてい

ます。

LGBTQ+インクルージョンの進

んだ企業は評判が高く、選ばれ

るブランドに 

LGBTQ+インクルージョンに対するコミットメン

トのある企業は、往々にして評判が高いという

特色があります。Open For Forumによる今般

の調査では、企業の評判を測る指標として

フォーチュン誌の「世界で最も称賛される企業」

を利用しました。LGBTQ+透明性スコア上位

25社のうち14社がフォーチュン誌の「世界で最

も称賛される企業」に名を連ねています。これ

に対して、下位25社で名前が挙がったのは7

社にとどまっています（図表6）。また、

LGBTQ+開示スコア上位25社のうち22社は、

て、下位25社のうち上位半数に入っているの

該当業界の上位半数に入っており、これに対し

は10社にとどまっています15。

採用先または自社でインクルージョン

が進んでいないことを理由に内定を辞

退したことがある、または、昇進を希望

しないことにしたことがあると回答した

人は全体の40%近くに上っています

13。 

› LGBTQ+インクルージョンは従業員

の定着にとっても重要です：

LGBTQ+インクルージョンの進

んだ企業ほど人材の獲得と定

着に有利 

LGBTQ+インクルージョンを掲げる職場

が優秀な人材の獲得につながることは

多くの企業に認識されています。先進的

であり、能力を重視している、という強い

メッセージを打ち出すことになるためで

す。結果として、さまざまなセクターの企

業が採用活動の中でLGBTQ+インク

ルージョンをうたうようになっています。 

LGBTQ+インクルージョンがLGBTQ+人材

にとどまらず、あらゆる人材にとって魅力的

であることが企業にも認識されているため

です。

Open For Businessによる最新の分析に

よると、LGBTQ+透明性スコアの高い企業

には、LGBTQ+の従業員が多く集まること

が示されています。

LGBTQ+の従業員数を開示している26社

のうち、上位半数の企業に占めるLGBTQ

+の従業員割合は5.8%でした。これに対し

5）。透明性とダイバーシティの実績に関連

があることが示されています。

新たな役職への応募に際して、ダイバーシ

ティの進んだ従業員構成が決め手になると

考えるLGBTQ+人材が69%に上る11という

事実からもこの点を説明することができま

す。DEIの透明性が高いほ

ど、LGBTQ+の人材を惹きつける力も高ま

ります。

て、下位半数の企業では3.9%でした（図表

デロイトは2023年に13カ国にわたって

LGBTQ+当事者5,000人に調査を実施

しましたが、LGBTQ+の社会人の3分

の1までが、よりLGBTQ+インクルー

ジョンの進んだ企業で働くために積極

的に求職していると回答しています14。

上位25社 下位25社 

図表6：LGBTQ+透明性スコアの高い企業

ほど、フォーチュン誌の「世界で最も称賛さ

れる企業」に数多く名を連ねている 

上位半数 下位半数 

図表5：LGBTQ+開示スコアの高

い企業では、LGBTQ+の従業員

数が多い 

3.9% 

5.8% 

7 

14 

17 

LGBTQ+インクルージョンと従業員の

関連を示した調査が足元で続々と登

場しています。 
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図表7：LGBTQ+消費者によるグローバル全体での購買力、2022年世界銀行による各国GDPとの比較21 

選ばれるブランドという点では、足元の動き

を見ると消費者に対するLGBTQ+の訴求

を企業が手控えていることが分かります

が、データを見ると、まったく別の話が浮き

彫りになります。トランスジェンダーのインフ

ルエンサー、ディラン・マルバニーはバドラ

イトとのパートナーシップを短期間で解除し

ました。小売り大手のターゲットは、

LGBTQ+関連の「プライド」コレクションに関

して爆破予告を受けました。こういった事態

にもかかわらず、消費者ブランドには

LGBTQ+インクルージョンに引き続き注力

していくべき理由が存在しています。

› LGBTQ+関係者、女性、少数民族と

いったダイバーシティに注目したキャ

ンペーンを立ち上げるブランドを購入

したいと考える消費者は59%に上りま

す（ 2023ボスパーのプロペラ・インサ

イツによると）16。ブランドがLGBTQ+

への支持を変えた場合、LGBTQ+を

支持するブランドに乗り換えると考え

る消費者は34.6%、LGBTQ+消費者

では75.9%に上ります。

› 最近の他の調査でも似通った結
果が出ています。

たとえば、LGBTQの権利に支持を表明

しているブランドから購入したいと考える

消費者が34%であるのに対し、購入した

くないと考える消費者は19%です（エデ

ルマン・トラスト・バロメーター）。つまり、

LGBTQ+インクルージョンの進んだブラ

ンドの購入や利用を望む消費者は、そう

でない消費者の2倍存在している、という

ことです17。

› LGBTQ+インクルージョンの進んだ企業

に対しては、消費者の満足度が高いと

いう証拠もあります。ダイバーシティとイ

ゆる顧客のニーズを見越して、より幅広

い顧客層にアクセスすることができま

す。実証データからも、LGBTQ+インク

ルージョンが顧客満足度にプラスの影

響を及ぼすことが裏付けられています。

直接的な影響とともに、当該企業による

マーケティングの質が向上することも顧

客満足度に影響しています18。

ンクルージョンの進んだ企業ほど、あら

LGBTQ+インクルージョンの進

んだ企業ほどLGBTQ+関連の

個人消費を取り込みやすい 

LGBTキャピタルの2023年の試算による

と、LGBTQ+消費者の購買力は現在、世

界全体で4.7兆ドルに上ります19。米国にお

ける購買力は現時点で1.4兆ドルに上り、

今後も増加が見込まれます。つまり、

LGBTQ+は最も成長力のあるマイノリティ

層であると言えます20。規模感を確認する

ために、Open For Businessではこの購買

力の試算と世界銀行による各国GDPデー

タを比較しました。世界全体で見ると、

LGBTQ+関係者の購買力は日本、ドイツ、

インド、英国、フランスを上回っていること

が分かります（図表7）。
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4 LGBTQ+インクルージョンに関する 

企業の実績評価 

投資家はLGBTQ+インクルージョンについて企業の実績を

評価する際、何に注目すべきでしょうか？本セクションでは、 

LGBTQ+インクルージョンに対する企業のコミットメントのレ

ベルを把握し、投資家が注目すべき重要なポリシーや慣行

を洗い出します。

投資家がLGBTQ+インクルージョンに

ついて企業を評価する場合には、人材

構成の多様性といった従来の指標以外

にも目を向ける必要があります。「米国

で勤務先として選ぶべき企業100社」の

直近の調査では、従業員から見たDEI

と従来からある従業員の多様性の指標

の間にはあまり関連性がないことが分

かっています。つまり、従業員の多様性

という指標ではDEIの重要な側面を見

逃してしまう可能性がある、ということで

す22。 本調査では、取締役会、経営陣、

従業員のLGBTQ+の観点からの多様性

以外に、LGBTQ+市民団体との関わり、 

LGBTQ+関連の福利厚生、LGBTQ+の

権利に対する対外的な支持の表明、 

LGBTQ+インクルージョンの進んだ企業

としての一般からの認知といった項目に

ついても調べました。 

リスク・リターンへの影響：

ESGの成熟度

企業のESG戦略にLGBTQ+がどの程度

取り込まれているかを理解するために、本

レポートでは企業を3つの成熟度にマッピ

ングしました（図表8）。開示、指標、目標な

どに力を入れている企業は、ESGの取り

組みに手をつけたばかりの段階です。

こういった段階を「基本的ESG」とします。

次の段階にくると、ESGを企業戦略と関連

付けるようになります。この段階を「戦略的

ESG」とします。

最初にリスクに注目し、次にリターンを

見る ― これは今日最も顕著にみられ

るESGに対するアプローチです。しか

し、次の段階が既に登場しています。そ

れが、「インパクトESG」23です。ブラック

ロックのインパクト投資の元責任者が

「インパクトはどのようにしてリスクとリ

ターンの方程式を引き上げるのか」とい

う記事を最近発表しました。

企業評価のやり方には変化が生じ

ています。企業は収益性だけではな

く、企業としてどのような社会的イン

パクトを生んでいるかによっても評

価されるようになっています。リスク

とリターンという指標だけで企業を判

断するのではなく、それに加えてイ

ンパクトも投資家に注目されている

のです24。 

「インパクトESG」は問題に対して企業がど

のようなインパクトを生んでいるのかを見極

め、さらに、その問題に対する企業の実績

を測るものです。いわゆる「ダブルマテリア

リティ」の考え方です。この3つのESGの成

熟レベルを使って、LGBTQ+インクルージョ

ンへの企業の関り方を評価することができ

ます。

リスク：基本的ESG

› 企業の重要事項評価と整合性がある
› 開示、指標、目標に注目している

リターン：戦略的ESG

› 企業戦略や長期的なレジリエンスと整合性がある
› ダイバーシティ、資本配分、リターンに向けたロードマップに注目している

インパクト：社会課題に対するリーダーシップ

› 社会における企業の役割にもとづいて、企業パーパスとの整合性がある
› 財務および非財務の業績に注目している
› 変革や成長の機会を認識している
› 計測可能な社会的インパクトを生んでいる
› ダブルマテリアリティに向かっている

図表8：ESG成熟度の「リスク・リターン・インパクト」モデルは、「アクティビストリーダー：経営の新たなマインドセット」（ジョ

ン・ミラーおよびルーシー・パーカー著）で提案されています。
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「基本的ESG」の場合、LGBTQ+関連の

例として、LGBTQ+人材の割合に関する

目標の開示があるでしょう。英国のセント

リカ25（ブリティッシュガスの持株会社）と

スコティッシュ・アンド・サザン・エレクトリ

シティ・ネットワークス（SSE）26の2社は、 

LGBTQ+従業員の割合の目標をそれぞ

れ3%、8%と発表しています。

成熟度が「戦略的ESG」に移行しつつある

企業は、LGBTQ+インクルージョンを事業

上の優先事項を支える要素として捉えるよ

うになります。たとえば、LGBTQ+顧客を念

頭においた事業戦略の実施などが考えら

れるでしょう。ウェルズ・ファーゴでは、 

LGBTQ+のカップルや個人の金融ニーズ

に対応できるように支店の行員にトレーニ

ングを実施しており27、今後拡大する顧客

ベースに大いに訴求しています。Googleで

はLGBTQ+インクルージョンを念頭におい

た商品デザインを徹底しています。たとえ

ば、Google Mapの企業情報には、

「LGBTQへの配慮あり」「誰でも使えるトイ

レ」などの表記を付け加えるオプションが

入っています28。

成熟度が最終段階の「インパクトESG」に

達すると、企業は社会における自社の役

割を認識した上で行動するようになりま

す。WPPを例にとりましょう。同社は顧客

や広告業界向けに「Beyond the 

Rainbow-レインボーで終わらせない」とい

うガイドを発行しています。その中では、 

LGBTQ+当事者との関わり合い方やコミュ

ニケーションのやり方、今後のインクルー

シブなLGBTQ+マーケティングに向けた方

向性などが示されています29。

 この20年で企業は大きな前

進を遂げてきました。さまざ

まな職場においてLGBTQ+

当事者がありのままの自分

が受け入れられると感じられ

るようになっています。とはい

うものの、課題はまだ根強く

残っています。 

G成熟度 

リスク：基本的ESG

リターン：戦略的ESG

報告書に記載されている内容 

› LGBTQ+の従業員リソースグループ

› LGBTQ+職場アワード

› LGBTQ+人材に関する総合的なデータ

› 経営陣に占めるLGBTQ+の割合

› 取締役会に占めるLGBTQ+の割合

› LGBTQ+人材の割合に関する目標

› LGBTQ+関連の福利厚生

› LGBTQ+当事者が所有する企業も盛り込んだ

サプライヤー・ダイバーシティ・プログラム

› LGBTQ+当事者が所有する企業への支出額

› LGBTQ+市民社会とのパートナーシップ

› 特にLGBTQ+の消費者や顧客向けの取り組み

インパクト：社会課題に
対するリーダーシップ

› インパクト：社会課題に対するリーダーシップ

› LGBTQ+起業家を支援する取り組み

› LGBTQ+の権利に対する対外的な支持の表明
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インパクトESG

戦略的ESG 

基本的ESG 

成熟していない 

大半の企業はLGBTQ+イ

ンクルージョンについて、

「基本的ESG」以上の取

り組みを実施している

図表9：LGBTQ+インクルージョンに関する企業のESG成熟度（それぞれのレベルに達

している企業の割合） 

今般の調査では、LGBTQ+インクルー

ジョンに関するESGの成熟度がゼロの企

業は290社のうち18%、LGBTQ+に関す

る情報を開示している「基本的ESG」の

水準が25%、リターン増大の機会として

LGBTQ+インクルージョンを捉えている

「戦略的ESG」まで進んでいる企業が

39%、社会課題に対するリーダーシップ

を取っていく機会としてLGBTQ+インク

ルージョンを捉えている「インパクトESG」

に達している企業が18%であることが分

かりました（図表9）。

LGBTQ+インクルージョンに関

するポリシーと慣行を評価する 

この20年で企業は大きな前進を遂げてき

ました。さまざまな職場においてLGBTQ+

当事者がありのままの自分が受け入れら

れると感じられるようになっています。とは

いうものの、課題はまだ根強く残っていま

す。デロイトによる直近の調査では、自身

の性的指向や性自認を職場の全員に抵抗

なく明かせると感じる回答者は半数以下に

とどまることが分かっています30。この同じ

調査では、回答者の3分の1はLGBTQ+ 

インクルージョンがより進んだ就職先を積

極的に探していることも分かりました。

LGBTQ+当事者は賃金も低く、ヒューマン・

ライツ・キャンペーンが発表した2021年の

データでは、米国の平均的な社会人の賃

金1ドルに対して、LGBTQ+の社会人が受

け取る賃金は約90セントにとどまっている

ことが明らかにされています31。

YouGovが2019年に実施したLinkedInの

調査では、英国の賃金格差は16%に上る

ことが示されています32。

ソーシャル・サイエンス・リサーチ・ネット

ワークによる2022年の調査では、米国の

大卒社会人の中でLGBTQ+を自認する大学

䜎䜜ᣢ䛳䛯ᛶが୍致してい䜛␗ᛶឡ者䜘䜚

卒労働者の10年後の賃金は、性自認と生

㻞㻞䠂低い事が明らかになりました33。

LGBTQ+インクルージョンについて投資先

企業を評価する方法として、本レポートで

は現時点で世界に存在している16件の

LGBTQ+職場平等指数を調査しました

（指数の一覧は32ページの「調査手法」を

ご覧ください）。本レポートの調査対象290

社のESG報告書やDEI報告書に関する分

析とあわせて検証し、9つのトピックにかか

る44件のポリシーや慣行を洗い出すこと

ができました。本調査で特筆すべきは、 

調査した指数のいずれにも取り上げられ

ていない慣行が2つある、という点です。

それは、LGBTQ+を自認する経営陣の割

合の開示と、取締役のLGBTQ+の割合で

す。取締役会のダイバーシティの定義に

おいて、LGBTQ+を含める動きが顕著に

なっています。 アウトリーダーシップによ

る2023年の調査では、程度は異なるもの

のグローバル規模でLGBTQ+を取締役の

ダイバーシティの概念に含める動きが明

らかになっています。たとえばASX 200指

数構成銘柄の3.5%、香港ハンセン指数

の5.3%、 FTSE 350指数の8.3%、フォー

チュン1000の23.2%、ナスダック上場企

業の50%が取締役のダイバーシティの定

義にLGBTQ+を含めています34。経営陣

や取締役会におけるLGBTQ+当事者の

存在を知らしめていくのは重要なことで

す。現場のLGBTQ+当事者のやる気や力

を引き出し、企業トップまで極められると

いう自信を持たせるきっかけになるためで

す。さらに、デロイトは2023年6月に13カ

国の4,000人以上のLGBTQ+当事者に調

査を実施しました。この調査によると、 

LGBTQ+であることを表明済みのリー

ダーの存在が、就職活動において重要な

要因になると半数以上の回答者が考えて

います35。
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投資先企業のLGBTQ+

インクルージョンを評価す
るための9つの重要な
質問

22 

› GBTQ+を含めた反差別・いじめに関するポリシーがある 

› 性別にかかわらず、配偶者や内縁家族に関する同等の福利厚生
がある

› トランスジェンダーの個人に対して、総合的な民間医療保
険が提供されている

› LGBTQ+に理解のある化粧室、ドレスコード、ジェンダー代

名詞など、性別変更に関するガイドラインが備わっている

› 賃金格差データの対外的な開示において、LGBTQ+従業員に対

する賃金公平性が実践されている

› 法制度によってLGBTQ+当事者が差別されている場合、それを

補う形で従業員に福利厚生が提供されている（例：同性結婚が

法的に認められておらず、結婚している人に低い税率が適用さ

れる場合の税負担の平準化、など）

› 差別やいじめを受けた場合や特定の権利を認められな
かった場合、LGBTQ+当事者が何らかの緩和措置を受け

られる

› LGBTQ+従業員ネットワークグループがあり、会社から支援

やリソースを得ている

› 会社にとってのLGBTQ+のロールモデルが社内外ではっきり

している

› LGBTQ+のあらゆる関係者（バイ・セクシャル、トランス・セク

シャル、ノン・バイナリーなど）のアイデンティティや経験に言

及した全従業員宛の社内コミュニケーションが配信されている 

› 全従業員を対象にしたLGBTQ+インクルージョンの

トレーニングがある

› LGBTQ+従業員向けの採用イベントがある

› 採用担当者がインクルーシブな採用に関するトレーニングを
受けている

› LGBTQ+候補者による外部からの応募について、内定受諾

率をモニタリングしている

› 新規採用者向けのトレーニングにLGBTQ+に対する差別

反対の内容が盛り込まれている

› 採用時と毎年定期的に、LGBTQ+福利厚生ガイドが提供さ

れている

› キャリアで不利な要因について、LGBTQ+従業委員のデータ

が分析されている

› LGBTQ+インクルージョンに対する貢献が従業員の業績評価

に盛り込まれている

› 退職者面談や退職者調査において、LGBTQ+インクルー

ジョンの問題が取り上げられており、結果に応じたアク

ションが講じられている

入社前から退職するまで 

インクルージョンが 

バリューチェーン全体に浸
透しているか？ 

› 調達慣行にLGBTQ+インクルージョンが考慮されている

› 指定LGBTQ+サプライヤーを組み込む努力を明確にうたっ

たサプライヤー・ダイバーシティ・プログラムがある

› LGBTQ+当事者を尊重したマーケティングや広告を実施

し、LGBTQ+当事者の登用が前向きな意味合いを持って

いる

› LGBTQ+当事者も他の人と同じ条件で会社の商品やサー

ビスを利用できる

› 必要に応じて、LGBTQ+当事者の具体的なニーズ

に対応した商品やサービスが開発されている

 4 ›  インクルージョンがバリュー・チェーン全体に浸透しているか？ 

 1 › ポリシーや慣行は 

インクルーシブか？

 2 › 職場の文化は積極的に 

管理されているか？

 3 ›  入社前から退職するまで、 

インクルージョンが管理されているか？
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› トランスジェンダー向けの団体を含め、LGBTQ+の市

民団体に対して、理事の派遣、パートナーシップ、ス

ポンサーシップ、慈善活動などを通してサポートを提

供している 

› 1年を通してLGBTQ+関係者の生活や文化にとって

重要な日やイベントが祝われている

› 従業員のLGBTQ+自認のデータが収集されている

› LGBTQ+従業員リソースグループと相談の上、収集すべ

きデータと収集の理由が慎重に検討されている

› LGBTQ+自認に対する自信の向上や、LGBTQ+表明率

引き上げのために、何らかの活動が実施されている

› 従業員が匿名で関与できる活動や意識調査の実施にお
いて、従業員がLGBTQ+を自認できるようにしている

› ジェンダー代名詞の利用状況データが（社員名簿
などで）収集されている

› 従業員が利用する全ての職場システムの上で、
ノン・バイナリーの従業員のアイデンティティが認

識されている

› LGBTQ+従業員の全体的な割合や、経営陣と取締役で

LGBTQ+を自認している人の割合に関するデータを対外

的に報告している

› CEOをはじめとする経営陣が一貫した姿勢でLGBTQ+イ

ンクルージョンの進んだ企業文化構築へのコミットメントを

表明している

› 会社の取締役会、経営委員会、その他経営グループ
の中でLGBTQ+当事者がしっかりと登用されている

› LGBTQ+インクルージョンの進んだ文化構築の取

り組みについて、取締役会および/または経営委員

会が説明責任を有している

› 経営陣の業績評価にLGBTQ+ダイバーシティの

指標が盛り込まれている

› 経営陣向けのLGBTQ+に関するリバース・メンタリングの

プログラムや、メンタリングまたはコーチングの機会があ

る

› 反LGBTQ+的な法律や社会情勢のある国においても、

LGBTQ+当事者に関するポリシーや慣行をグローバル

全体で一貫して適用している

› LGBTQ+従業員やその近親者のグローバルな人事異動

に際して、反LGBTQ+的な法律や社会情勢のある国へ

の異動の場合には、慎重な検討や配慮がある

› LGBTQ+インクルージョンを支持するメッセージや姿勢を

対外的に打ち出している、自社独自または他社との協調

する取り組みを問わない

› 特に反LGBTQ+的な法律や社会情勢のある国におい

て、LGBTQ+従業員が社会で差別にあわないようにアド

ボカシー活動に関与している

› 職場におけるLGBTQ+インクルージョン推進の取り組み

や、そのビジネス上の理由について、会社として発言し

ている

5 › 
5› 

コミュニティとの有意義な

関与があるか？  7 › 

 6 › 

経営陣は関与しているか？ 

 8 › インクルーシブな職場構築にグローバル全体でコミットしているか？ 

対外的な関与のポリシーは 

どのようなものか？ 

従業員データはどのように 

収集・利用されているか？ 

 9 ›  対外的にどのような取り組みを行っているか。 
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5 ESGにおける「S」 

社会課題に関連したリスクや機会を投資家が把握するため

のツールとしてESG（Environment, Social, Governance）は

策定されています。

 ESGの観点からは、ダイ

バーシティ、エクイティ、イン

クルージョンに関連するも

問題は特に難しくなります。

気候変動の危機に対する投資家の関心が

高いこともあって、ESGの「E」は他の側面

よりもはるかに成熟しています。これに対し

て、紛争鉱物、食の安全、生活賃金、薬価

などの「S」の社会課題は、さまざまな問題

が絡みあい変化し続けることもあいまって

まだ発展途上です。人種差別撤廃やジェン

ダー平等などのダイバーシティの課題と並

んで、LGBTQ+インクルージョンもこの「S」

の分野に相当します。 

こういった課題はいずれも重要ですが、そ

の割には「S」の分野はいわゆる「真ん

中っ子症候群」とでもいうべき状態に陥

り、見過ごされたり無視されたりしがちに

なります。これはデータの問題でもありま

す。「E」や「G」と比較すると、この「S」に関

する課題は容易に定義や計測ができませ

ん。国連の責任投資原則では次のように

述べられています。 

「ESG課題の社会の部分は投資家

にとって最も評価の難しい分野で

す。環境やガバナンスの課題は定

義しやすく、市場データのトラックレ

コードが確立されており、しっかりと

した規制が存在しています。こう

いった課題とは異なり、社会に関す

る課題は具体性が乏しく、企業業

績への影響を示すデータもあまり

成熟していません」36。 

問題は計測の難しさだけではありません。

社会に関する課題は世界各国で異なって

おり、それぞれの地域特有の問題として表

面化するものです。ダイバーシティ、エクイ

ティ、インクルージョンに関連する課題はそ

もそも数値化できるものではなく、個人それ

ぞれの主観的な経験に関係するものであ

るため、ESGの観点から特に難しい課題に

なります。

とはいうものの、290社を取り上げた今般の

分析では、92%に上る企業がDEIを重要事

項評価における重要課題だと認識している

ことが明らかになりました。つまり92%の企

業は、DEIの実績を出せなければ、自社の

ビジネスや事業運営に対する社会的な信

認が長期的に脅かされ得ると考えている、

ということです。 

ESGにおける「S」について、特に

LGBTQ+インクルージョンに関連して、

企業によるアクションの範囲を把握する

ために、企業の重要事項評価において

最も頻繁に言及されている社会にかか

る問題を洗い出しました（重要事項評価

を共有している77%の企業をベースに

しています）。 

› 人権：評価の61%において重要課題

として記載。

› 資金アクセス：分析対象となっ
た金融機関38社の68%が重

要課題と認識。

› 医療アクセス：分析対象となった
ヘルスケア企業28社の86%がおいて

重要課題として記載。

多くの企業にとってこれら4つの問題は

単に重要課題と認識しているだけでは

なく、自社の事業とステークホルダーに

とって最も優先度の高い課題の1つであ

ると捉えています。この3つの「S」にまつ

わるテーマについてひとつひとつ掘り下

げ、LGBTQ+当事者におよぼす影響

や、企業によるESG戦略への取り込み

方について見ていきましょう。 
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掘り下げ検証 1：人権 

この20年間でLGBTQ+当事者の人権について目覚ましい進展が見られました。たとえば、34カ国では現在同性婚が認められています。

それにも関わらず、LGBTQ+であることが犯罪と見なされる国は66カ国に上り、12カ国では同意に基づいた同性間の性行為に死刑が科

されます37（図表10）。 

図表10：世界中でLGBTQ+の人権は二極化 

LGBTQ+の平等を阻む州や、

国の法律は企業の人材獲得戦

略に深刻な影響を及ぼし、優秀

な社員を惹きつけ、引き留め、

適切に配置する能力を損ないま

す。 

同性間の性行為が犯罪 

同性婚が合法 
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差別を理由に母国から逃れるLGBTQ+当

事者も多数います。LGBTQ+擁護団体「レ

インボー・レールロード」には、迫害を逃れ

たLGBTQ+当事者から毎年平均1万件の

支援要請が寄せられています。そのうち8

割以上は、中東、アフリカ、南アジア、中欧

アジア出身者からの要請です38。同様に、

ウィリアムズ研究所の試算では、2012年

から2017年の間に米国に亡命申請をした

LGBT当事者は30,900人に上ります39。

LGBTQ+難民の苦難は母国から逃れ

ても続きます。国連難民高等弁務官事

務所の談話にもありますが、LGBTQ+

難民が直面する問題の多くは亡命先や

通過国でも根強く残ります。難民側と受

け入れ側双方において、LGBTQ+当事

者は従来からある支援ネットワークから

排除されることが多く、否定的な見方や

不当な扱いが続くのです。 

 LGBTQ+難民を受け入れない国も多く

存在しています。ケニアはLGBTQ+難

民を受け入れる数少ない国の1つです

が、複数の調査によると、亡命申請をし

ているLGBTQ+当事者の9割が言葉に

よる侮辱を受けたことがあり、8割が身

体的な暴力を振るわれたことがありま

す40。 

直接的でないにしても、企業が時として人

権侵害に関与してしまうこともあります。個

人のソーシャルメディア利用を例にとること

ができます。エジプト、イラク、ヨルダン、レ

バノン、チュニジアが関与する国家レベル

のサイバー攻撃では、ソーシャルメディア

上でLGBTQ+当事者のオンライン活動を

攻撃対象にしています。 ヒューマンライツ・

ウォッチのレポートでは、LGBTQ当事者を

騙したりゆすったりするデジタルプラット

フォームの利用が報告されています。

オンライン上でのハラスメントや暴露が実行

されているほか、そういった行為が一方的

な身柄拘束や拷問につながることもありま

す41。

国連によると、ホームレス状態は人権侵害

にあたります。生命、健康、水と衛生、残

虐・非人道的・品位を傷つける取扱いから

の身体の安全と自由に反するものだからで

す42。米国では最大40%のホームレスの若

者がLGBTQ+を自認しており43、英国では

若者ホームレスの24%がLGBTQ+です44。 

「ホームレス状態は、人間の尊厳、

社会的な包摂、そして生きる権利を

むしばむ深刻な侵害です。住宅に住

む権利が明白に侵害されており、さ

まざまな人権に加えて、差別の禁

止、健康、水と衛星、安全に生きる

権利、そして残虐、非人道的、品位

を傷つける扱いからの身体の安全と

自由といった生命に関する権利の

侵害でもあります」。 

（適切な住居の権利に関する国連特別

報告者（A/HRC/43/43、第30段落）45。 

本レポートで前述した通り、今回分析対

象となった企業の3分の2において人権

は重要課題と認識されています。

LGBTQ+の平等を阻む州や国の法律
は、企業の人材戦略に深刻な影響を与

え、優秀な社員を惹きつけ、引き留め、

適切に配置する力を損ないます。特

に、世界中のさまざまな国で事業を展

開している企業にとってはなおさらで

す。大企業の多くがこの点を認識してお

り、LGBTQ+の権利に特化した実効性

ある取り組みを進めています。 
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企業はどのようにこの問題

に立ち向かっているか

› LGBTQ+の権利支持について対

外的に行動：2017年以降、400社

近くの企業がLGBTI当事者への

差別反対をうたった国連の「ビジ

ネスと人権に関する指導原則」に

署名しました46。

› LGBTQ+の権利やLGBTQ+難民の

ための団体と連携：エアビー・アン

ド・ビーはORAMと連携して、ロシア

によるウクライナ侵攻で避難してき

たLGBTQ+難民340人に対して、安

全な短期宿泊先を3,000泊以上提

供しました47。

› LGBTQ+難民を採用し、メンタリング

を提供：2021年に、英国企業19社

（Open For Businessの企業パート

ナー7社が含まれます：GSK、JPモ

ルガン・チェース、KPMG、リンクレ

ターズ、マッキンゼー、PwC、ユニ

リーバ）は、3年間で615人以上の

LGBTQ+難民に対するメンターシッ

プ提供に関する共同のコミットメント

を発表しました48。

› LGBTQ+難民に対する無償法律支

援を提供：米国のドイツ銀行は2018

年以降、母国において迫害やいじめ

にあっているLGBTQ移民とHIV陽性

移民の亡命を勝ち取るために、無償

の法律支援を提供しています49。

› ホームレス状態のLGBTQ+当事者

を扱う団体を支援（米国のトゥ

ルー・カラーズや英国のアルバー

ト・ケネディ・トラストなど）：アビバと

バークレイズは、アルバート・ケネ

ディ・トラストによる「LGBTQ若者の

ホームレス状態に関するレポート」

をスポンサーしました50。



LGBTQ+インクルージョンに向けた投資家ガイド 

掘り下げ検証 2：資金アクセス 

米国で貧困層に相当する

LGBTQ+成人の割合 

 
貧困層に相当するLGBTQ+以外の 

成人の割合 

米国において、スタートアップ企業向けの

融資総額 2.1兆ドルのうち、創設者が

LGBTQ+の企業が調達した割合 

総人口の中でLGBTQ+を自認している 

割合 

LGBTQ+当事者は貧困率が高く、往々に

して資金アクセスにも問題を抱えていま

す。Open For Businessの各種調査でも、

LGBTQ+当事者には経済的な機会が開

かれていなことが明らかになっています。

たとえばカリブ諸国では、LGBTQ+当事者

は賃金格差に直面するだけではなく、労

働市場に根強い差別があるために「職業

分離」（LGBTQ+当事者が非正規セクター

の低賃金に追いやられている状況のこと）

も根強く残っています51。その結果、

LGBTQ+当事者は銀行サービスや与信を

得られないこともあります。 

LGBTQ+当事者にとっての夢である家族

作りには多額の費用がかかります。結果と

して、多くの当事者が借り入れに頼るか、

その夢を諦めることになります。米国では

LGBTQ+成人の5人に1人が貧困層です。

これに対してLGBTQ+以外の成人の貧困

率は16%です52。黒人やラテン系のトランス

ジェンダーの個人に限っていえば、 

貧困率はそれぞれ40%と45%に上昇しま

す。住宅ローンを取得できないLGBTQ+

当事者は2人に1人に上りますが、これに

対してLGBTQ+以外の人で住宅ローンが

取得できない割合は38%です53。家族作り

を模索しているLGBTQ+当事者には、代

理母に15万ドルから20万ドル、民間団体

からの養子縁組であれば3万から4万

8,000ドルもの費用を支払う必要が生じま

す。LGBTQ+の成人の9割は家族を増や

すためにクレジットカードで借り入れし、6

割は金銭的な理由で子供をもつことがで

きません54。 

LGBTQ+起業家も資金調達に苦労してい

ます。LGBTQ+を自認する人の割合は全

米で7.1%に達していますが、米国のスター

トアップ企業向けの融資総額2.1兆ドルのう

ち、創設者がLGBTQ+の企業が調達した

割合はわずか0.5%です。

この分野は、特に金融機関にとっては

いける重要課題といえるでしょう。

独自に格差是正に向けた対策をして

 

本調査の対象となった金融機関38社のう

ち3分の2が金融アクセスを重要課題として

挙げましたが、家族作りを目指す同性カッ

プルに特化したローンやLGBTQ+の公平性

をうたった投資商品の例は見当たりません

でした。 

企業はどのようにこの問題

に立ち向かっているか

› 金融のコーチングやローン情報の提
供を通して、家族作りにかかる資金

ギャップを橋渡しし、資産管理計画

を支援：ウェルズ・ファーゴ56、USバ

ンコープ57、セント・ジェームズ・プ

レース58は、LGBTQ+の金融リソー

スセンターを備えています。また、JP

モルガンはLGBTQ+当事者が直面

する退職や資産管理計画に関する

固有の問題について研究を発表して

います59。

› LGBTQ+起業家に支援やメンタリ

ングを提供：JPモルガン・チェースは

NGLCCと協力して、LGBTQ+ 起業
家の成長や事業拡大に資する無償

の教育コースを提供しています。コー

スの中では、キャッシュフローの管理

やデジタル世界におけるマーケティン

グなどが取り上げられています。JP

モルガン・チェースはスター ・アウトと

協力してグロース・ラボ・アクセラレー

タを提供しています。これはLGBTQ

+起業家向けの5カ月間のプログラム

で、ネットワーキング、メンターシッ

プ、教育を通してビジネスを成長さ

せ、今日のビジネスの競争に必要な

リソースやツールに公平にアクセスで

きるよう支援します。2017年以降、立

ち上げ段階にある66社がグロース・

ラボに参加し、7億6,300万ドル以上の

資金を調達し、3,650人以上の雇用を

生み出しました。
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掘り下げ検証 3：医療アクセス： 

LGBTQ+関係者は非常に大きな医療の

不均衡に直面しています。 

 

手頃な医療へのアクセスの欠如 

LGBTQ+当事者の現状 

2倍 
米国で医療保険を 

持たない割合 

2倍 
メンタルヘルスの不調や

問題を抱える割合

3倍 
医療従事者からの差別が 

理由で医療ケアを先延ばし、 

または、避ける割合 
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自身のメンタルヘルスについて「不調」または

「問題がある」と考えるLGBTQ+当事者の数

は、LGBTQ+以外の人の2倍以上に上ります

（LGBTQ+当事者31%、LGBTQ+以外の人

12%）60。米国のLGBTQ+若年層の41%はこ

の1年で真剣に自殺を試みたことがありま

す 61。英国の別の調査では、LGBTQ+以外の

若年層で自殺願望を感じたことがある人の割

合が29%であるのに対し、LGBTQ+若年層で

は68%に上ることが明らかになっています62。

LGBTQ+関係者には医療ニーズやメンタルケ

アのニーズがあることは明らかですが、手当

を受けるには大きな課題があります。差別、手

頃な医療へのアクセスの欠如、LGBTQ+の文

化にかなったケアの欠如など、医療アクセス

の障壁にはさまざまな理由があるのです。

差別 

差別という大きな壁がLGBTQ+当事者と必要

な医療との間に立ちはだかります。 

2022年の調査では、米国のLGBTQ+回答者

が必要な医療ケアを遅らせた、または、受け

なかった割合は、LGBTQ+以外の人の3倍に

上ることが分かりました（LGBTQ+当事者

23%、LGBTQ+以外7%）。医師やその他の医

療従事者からの敬意を欠く態度や差別がその

理由です63。 
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手頃な医療アクセスの欠如 

健康保険未加入の米国のLGBTQ+当事者

の割合は、LGBTQ+以外の人の2倍に上り

ます（LGBTQ+当事者14%、LGBTQ+以外

の人7%）64。一部は、本レポートでこれまで

に指摘した貧困率の高さに関係しています。

健康保険への未加入は深刻な影響を生みま

す。HIVを例にとってみましょう。依然として

米国のHIV陽性者の半数以上（56%）がゲイ

とバイセクシャルの男性です65。米国のすべ

てのゲイとバイセクシャルの男性の中で、生

涯においてHIVに感染するリスクは現時点で

6人に1人に上ります。生涯においてHIVに感

染するリスクは黒人のゲイとバイセクシャル

の男性はさらに高く、2人に1人になります66。

HIVの曝露前予防内服薬 Pre-Exposure 

Prophylaxis（PrEP）にはHIV感染防止手法

として99%の効果がありますが、処方しても

らうには年間2万1,000ドルもの追加医療費

となり、健康保険未加入者にとっては手の届

かない存在です。さらに、欧州連合の5つの

国でも曝露前予防内服薬（PrEP）は保健医

療制度の対象になっていません67。65%もの

トランスジェンダー当事者がジェンダー・アフ
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ァーミング・ケアを望んでいますが、これも

LGBTQ+関連の医療で非常に高額になる分

野です68。ジェンダー・アファーミング・ケアの

平均コストは10万ドルです。フォーチュン100

企業の36%は、依然としてジェンダー・ア

ファーミング・ケアや、性別変更関連のケアを

提供していないことが今般の調査で明らかに

なりました。 



LGBTQ+インクルージョンに向けた投資家ガイド 

ケアの欠如 

医療やメンタルヘルスのケアを必要としつ

つその金銭的余裕のある当事者でも、

往々にして不十分な情報、誤診、不適切な

治療などの問題に直面します。2022年の

調査では、米国のLGBTQI+回答者が必要

な医療ケアを遅らせた、または、避けた数

は、LGBTQI+以外の人の3倍に上ることが

分かりました䚹 

医師やその他の་⒪ᚑ事者からの

敬意を欠く態度やᕪูが䛭の⌮⏤䛷䛩䚹

こういった医療のᆒ⾮の⌮⏤䛻㛵䛩䜛

調査が複数存在䛧䛶い䜎䛩䚹

LGBTQ+の健康に関する授業が䛟䛺い

医学部は3分の1に上りま䛩䚹

時間は平均すると合計

授業のある医学部においても、授業

5時間です69。 

企業はどのようにこの問題に立ち向かっているか 

› メンタルヘルスのサービスをLGBTQ+

関係者にも拡大：Googleは2021年

に、AIや機会学習を通じて自殺予防に

取り組むトレバー・プロジェクトの取り

組み拡大に向けて、Google Fellows

のチームに270億ドル拠出しました。

2022年には追加で200万ドル拠出し、

メキシコを手始めに、その他の国にお

いてもデジタル危機サービスの拡大を

支援しています71。Googleの支援を得

て、トレバー・プロジェクトでは世界中

の4千万人以上のLGBTQ+若年層に

手を差し伸べたいと考えています。

› LGBTQ+患者による適切な医療従事

者探しを支援（LGBTQ+の文化に

沿った配慮ができ、当事者の健康に

関するニーズを支えられるよう研修を

受けて診療実績を積んだ医療従事者

を特定する）：シグナは自社のオンラ

イン名簿を改変し、カウンシル・

フォー・アフォーダブル・クオリティ・ヘ

ルスケアに対して「LGBTQ+の患者

のケアに関心がある、または経験が

ある」と表明した医療従事者を表示で

きるようにしています72。

› 調査や認知向上に投資：ブリストル
マイヤーズ・スクイブは、臨床試験に

おいて性的指向やジェンダー自認に

関する質問を盛り込み、

LGBTQ+当事者に偏った影響を

及ぼす病気やその治療の選択肢

に対する認知向上のキャンペーン

を実施しています73。 

› トランスジェンダーの顧客や従業員に
対し、必要なサービスへのアクセス

探しを支援：シグナ、シティ、ゴールド

マン・サックス、JPモルガン・チェース

には、LGBTQ+の専門のヘルスケア

コンシェルジェがおり、ネットワーク内

のLGBTQ+アファーミング医療従事

者の特定、ジェンダー・アファーミン

グ・ケアの相談、リソースグループや

支援団体の紹介などについて従業員

を支援しています。

› トランスジェンダーの従業員がジェ
ンダー・アファーミング・ケアが禁じ

られている米国22州に居住してい

る場合、州外での医療を受けるた

めの旅費を払い戻し、医療アクセス

を支援：アマゾン、ネットフリックス、

インディードは、トランスジェンダー

の従業員向けに、州外医療の旅費

を払い戻しています。

› トランスジェンダー向けの総合民間医
療ケアを提供：医薬品（例：若年向け

の思春期抑制剤を含めたホルモン補

充治療）等の基本的補償を越え、

性転換のための形成外科手術（胸、

乳房、性器の形成手術を含む）、短

期的な医療休暇などの基本的な保

障以外にも、企業は脱毛、喉仏の切

除/縮小、顔面女性化手術、声の女

性化手術、身体の男性化または女

性化のための脂肪吸引/脂肪注入に

対しても保障を提供する必要があり

ます。 

› 商品の寄付や慈善活動を通じたHIV

感染防止支援：ギリアド・サイエンシズ

は2019年に、保険未加入の米国人に

対して2030年までHIV曝露前予防内

服薬（PrEP）240万本を寄付している

ことを発表しました74。LGBTQ+の米国

人が保険未加入の割合は一般の2倍

です。米国の黒人ゲイの2人に1人は

生涯を通してHIVに感染するリスクが

あり、HIV曝露前予防内服薬（PrEP）

処方にかかる年間のコストは2万

1,000ドルに上ります。ギリアド・サイエ

ンシズはその後、米国におけるHIV感

染拡大により偏った影響を受けるコ

ミュニティ（特に有色人種のコミュニ

ティ75）を支援するために、2021年に

ヒューマン・ライツ・キャンペーンに対し

て320万ドルの助成金を支給したこと、

このパートナーシップを3年間延長する

ことを発表しました。

他の調査によると、トランスジェンダー当事

者の3分の1は、適切な医療を受けるため

にトランスジェンダーの人間とは何か、医

師に説明する必要があった、と回答してい

ます70。 

幸いなことに、LGBTQ+関係者が直面する

やメンタルケアへのアクアスを改善するた

めに必要な対策を講じている企業が増え

ています。

医療公平性を問題として認識し、医療ケア
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結論 

本調査において、LGBTQ+が英国、米国、ドイツ、オーストラリアの上場企

業290社のESGやDEI戦略に現在どのように取り込まれているのかについ

て総合的に検証した結果、新たな知見を得ることができました。 

 本調査結果からは、LGBTQ+

インクルージョンの進んだ企

業は、人材の採用や定着に

有利であることが改めて確

認されました。

LGBTQ+透明性スコアを割り当てること

で、体系的な分析が可能になっただけでは

なく、LGBTQ+への配慮に対するコミットメ

ントの度合いや、それが企業戦略にどの程

度取り入れられているのかについても明ら

かになりました。

さまざまな研究や調査によって裏付けられ

ている通り、LGBTQ+インクルージョンに対

する投資家の要求は投資選好のパラダイ

ム・シフトを示唆するものです。このシフトは

束の間のトレンドではなく、しっかりとした財

務的な理由が根拠になっています。

LGBTQ+透明性スコアが高い企業は一様

に、好業績、低い資本コスト、高い信用格

付けといったメリットを享受しています。この

相関によって、ダイバーシティとインクルー

ジョンの取り込みには経済的な価値がある

ことが裏付けられます。

財務的な観点だけではなく、LGBTQ+イ

ンクルージョンの進んだ企業は人材の

採用や定着に有利であることも調査結

果で改めて確認されました。LGBTQ+従

業員の人数が多い企業ほど、多様な視

点から恩恵を受けられるだけでなく、イノ

ベーションや生産性を発揮できる環境を

育むこともできます。人材を巡る競争が

激しさを増す中、LGBTQ+のDEIに関す

る透明性の高さは、就職活動中の人に

とってますます大きな判断材料になって

います。

さらに、LGBTQ+インクルージョンに

伴う評判や選ばれるブランドの価値

を看過することはできません。今般

の分析では、ダイバーシティとインク

ルージョンを後押しするブランドに対

する消費者の明確な支持が示され

ました。これは顧客ロイヤリティの向

上だけでなく、全世界のLGBTQ+消

費者が持つ絶大な購買力の取り込

みにもつながります。

LGBTQ+インクルージョンに関する企業の

実績を評価するには、従業員構成の多様

性を測る従来の指標にとどまらず、繊細な

アプローチが求められます。LGBTQ+イン

クルージョンに対する企業のコミットメントや

その影響を評価する上で、投資家は「基本

的ESG」から「インパクトESG」に向けた

ESG成熟度の進化を枠組みとして利用す

ることができます。リスクとリターンだけでは

なく企業のアクションがおよぼす社会的な

インパンクトも重要であるという認識が高

まっていますが、「インパクトESG」の登場

はその証左であるといえるでしょう。

本レポートでは、人権、資金アクセス、

医療アクセスといった3つの社会的課

題について掘り下げて検証しました

が、ここでもLGBTQ+関係者に偏った

負の影響があることが明らかになりま

した。それでも、検証を通してこういっ

た課題の解決に企業が果たし得る重

要な役割も示すことができました。 
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投資家にとって 

戦略的に避けて通れない課題 

› 投資判断においてインクルージョンを
強調：投資家はLGBTQ+インクルー

ジョンを投資判断の基本的な指標とし

て取り入れ、倫理的な投資原則と結び

付けつつ、企業の長期的なサステナビ

リティや収益性を支えるべきです。

› 建設的な対話に参加：投資家には、
ポートフォリオ企業との有意義な対話

への参加が不可欠です。対話ではイン

クルーシブなポリシーや環境の重要性

を指摘することになりますが、本レポー

トに含まれている「投資先企業の

LGBTQ+インクルージョンを評価する

9つの質問」を活用して、対話を円滑に

進めることができます。

› ESG標準の向上を支援：ESGの枠組み

や格付け機関にさらにLGBTQ+インク

ルージョンを取り込んでいけるよう、投資

家がその立場を活用し旗振り役になって

いくこともできるでしょう。

企業にとって 

戦略的に避けて通れない課題 

› インクルーシブなポリシーや慣行を実
施：企業に求められるのは、職場に

おけるLGBTQ+インクルージョンの

推進につながるインクルーシブなポリ

シー、慣行、データ収集を実行してい

くことです。また、LGBTQ+市民団体

との意味のある関与やLGBTQ+イン

クルージョンに対する対外的な支援

の表明などを含め、バリュー・チェー

ン全体でインクルージョンを取り込ん

でいく必要もあります。

› 職場以外にもインパクトを拡大：
LGBTQ+関係者のためになる前向きな

変化を促すよう、企業はそれぞれの立

場を活用して、LGBTQ+の権利向上

や、金融や医療といった必要不可欠な

サービスへのアクセスの改善などに取

り組むことができます。

› 進捗状況のモニタリングと開示：
LGBTQ+インクルージョンの取り組みに

ついて、企業には進捗の計測や対外的

な報告が求められます。さらに、本レ

ポートで洗い出した13件のデータポイン

トを用いて継続的に改善していく必要も

あるでしょう。

基準設定機関にとって 

戦略的に避けて通れない課題 

› インクルージョンの進んだ報告基準の開
発と推進：基準設定機関に求められる

のは、LGBTQ+インクルージョンを取り

込んだベンチマークや基準の開発と設

を総合的に捉え、サステナビリティ報告

書の中心的な要素に据えていく必要が

あります。

定です。従業員の構成比率、賃金公平

性、サプライヤーのダイバーシティなど

› ベストプラクティスの共有を促す：また、
基準設定機関には、LGBTQ+インク

ルージョンに関するベストプラクティス、

調査、知見を共有するプラットフォーム

の推進も期待されます。企業や投資家

による最新情報の入手や、効果的な戦

略の採用に資することになるでしょう。

› LGBTQ+市民団体と協働：米国のヒュー

マン・ライツ・キャンペーンや英国のス

トーンウォールといった団体は、

過去20年にわたってLGBTQ+インク

ルージョンに関して企業をベンチマーク

してきました。こういった団体は職場に

おけるLGBTQ+インクルージョンを深く

理解しており、その知見はESGの基準

設定機関に不可欠なリソースになるで

しょう。同じように、LGBTQ+の市民団

体もベンチマーキングのために企業に

よるESG報告書の活用状況を精査する

など、自身のベンチマーキングに企業

の対外的な報告書を取り込む必要があ

るでしょう。

LGBTQ+インクルージョンの取り込みは道徳的な義務にとどまらず、企業の戦略的なあ

り方として、大きな変革を生む力を秘めています。本宣言は、世界中の企業、投資家、基

準設定機関に対し、ダイバーシティが持つ多大な価値や可能性を認識し、すべての人に

とってよりインクルーシブで公平、かつ豊かな未来の創造に向けて具体的な措置を講じる

ように呼びかけています。

LGBTQ+インクルージョンに向けた投資家ガイド 

31 



Open For Business 

調査手法 

本レポート執筆にあたって、英国、米国、ドイツ、オーストラリアの

上場大企業（FTSE100指数、フォーチュン100、Dax40指数、

ASX50指数の構成企業）290社のESG報告書、年次報告書、

DEI報告書、DEI関連のウェブサイトを調査しました。 

 各社には次の13のデータポイントをもとに、LGBTQ+透明性スコ

アを付与しました。

それぞれのデータポイントは異なる加重になっています。たとえば、

「LGBTQ+従業員リソースグループが存在している」という記載があ

れば、その企業がLGBTQ+のDEIに注力していることが分かります

が、世界中でLGBTQ+の権利を支援している企業や、LGBTQ+消

費者に特に注力した取り組みを実施している企業と比較するとイン

パクトの大きさには欠けます。 

また本レポートでは、調査対象290社の

重要事項評価を検証し、LGBTQ+関係

者に影響を及ぼし得るESGのトピックに

特に注目しました。合計190社が対外的

にこういった評価を発表していることが

分かりました。 

職場におけるLGBTQ+インクルージョン

に資するポリシーや慣行に関する総合

的なリストを作成するために、4つの

LGBTQ+職場平等指数に注目しました： 

ミ
ストーンウォールによる英国職場平等指数、

米国のヒューマン・ライツ・キャンペーン（HRC）

企業平等指数（CEI）、コミュニティビジネスが

運営する香港LGBTQ+ インクルージョン指
数、オランダのワークプレイス・プライドによる

グローバルベンチマーク）。メキシコ、ブラジ

ル、アルゼンチン、チリの平等指数は米国の

HRCによるCEIをもとにしたものであるため、

調査対象としませんでした。同様に、インド職

場平等指数についても、ストーンウォールと協

力関係にあるプライド・サークルが開発したも

のであるため、検証しませんでした。

さらに、オーストラリアの職場平等指

数もストーンウォールの手法がベース

になっているため、検証の対象としま

せんでした。 カナダLGBTQ+職場イ

ンクルージョン指数、ニュージーラン

ド・レインボー・ティック、南アフリカ職

場平等指数、スイスLGBTIラベルに

ついては、対外的に基準を発表して

いないため、検証できませんでした。

32 

データポイント 加重 
報告書 

記載内容 

LGBTQ+従業員リソースグループやLGBTQ+ビジネスネットワークグループの存在 3% 73% 

LGBTQ+の職場における平等指数、または同等のアワードの成果 3% 46% 

LGBTQ+当事者が所有する企業も含めたサプライヤー・ダイバーシティ・プログラムの存在 3% 32% 

LGBTQ+市民団体とのパートナーシップ 4% 30% 

LGBTQ+の福利厚生（例：同性パートナーの医療保険、ジェンダー・アファーミング・ケア、養子や代理

母により子供を授かった同性パートナーのための育児休暇） 

8% 19% 

LGBTQ+の権利に対する対外的な支持の表明（例：結婚の平等、LGBTQ+

に対する差別反対、など） 

14% 18% 

LGBTQ+や性的指向も含めた取締役会のダイバーシティに関するポリシー、または、LGBTQ+

当事者を含めた取締役会のダイバーシティの内訳 

8% 13% 

特にLGBTQ+の消費者や顧客向けの取り組み 11% 12% 

LGBTQ+人材に関する総合的なデータ 8% 9% 

LGBTQ+当事者が所有する企業への支出額 11% 3% 

LGBTQ+を自認する経営陣の割合 8% 1% 

LGBTQ+当事者が従業員に占める割合に関する目標 8% 1% 

LGBTQ+起業家を支援する取り組み 11% 1% 
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